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地域レベルのソーシャル・キャピタル指標と主観的幸福感の関連
―地域福祉計画の評価指標開発に向けた基礎的検討―

長谷中　崇　志　
髙　瀨　慎　二　

Ⅰ．研究の背景と目的
　2000年に社社会福祉事業法が社会福祉法と改称
され、わが国の法律で初めて「地域福祉」という
文言が明記された（社会福祉法第 1 条）。具体的
には、社会福祉法第 1 条「社会福祉の目的」にお
いて、①「福祉サービスの利用者の利益の保護」
および②「地域福祉の推進」を図ることが明文化
され、これにより、地域福祉の推進を理念にとど
めるのではなく、基礎自治体を基盤に住民一人ひ
とりの幸福（well-being）の最大化を目指す地域
社会づくりが重要な政策課題となっている。今後、
地域福祉を推進していく上で、根拠（evidence）
に基づく政策や実践が基礎自治体に求められるよ
うになったのである。そのような中で、地域福祉
分野における今後の研究課題の一つとして、地域
福祉政策や実践の効果・成果（アウトカム）を評
価するための指標開発の必要性が先行研究におい
て示されている1）。地域福祉の推進を図っていく
ための手段として期待されている地域福祉計画に
関する先行研究の内容をみてみると、①その多く
は地域福祉計画の策定過程に焦点をあてて分析
したものであり、②地域福祉計画の評価に関す
る実証研究は少ない状況にある2）3）。また、QOL

（Quality of Life）に関する研究は、様々な学問領
域で数多く蓄積されているが、① QOL の概念や
定義が多様であり、測定方法が確立されていない
こと、特に、② QOL に関する地域の差異に焦点
をあてた研究が少ないことが指摘されている4）。
福祉自治体に関する研究では、①先行研究の多く
は公共施設などのハード面に焦点をあてて検討し
ており5）、政策や制度等のソフト面の分析まで取
り扱った研究はほとんどみられない、②ほとんど
多くは事例紹介にとどまっており6）7）、実証研究
は少ない8）9）。
　このような背景のもと、近年、幸福（well-being）
に焦点をあて、幸福度を活用した政策や地域社会

づくりを志向する学際研究が国内外で進められて
いる。幸福度を基軸にした政策が重視されている
背景として、先進国においては、経済的な豊かさ

（GDP：国内総生産）と幸福には相関がみられな
いとする「幸福のパラドックス」が国内外の研究
で実証されたことがあげられる10）-12）。国際的には、
ブータン王国が提唱した GNH（Gross National 
Happiness：国民総幸福量）指標が注目を集める
等、欧州や北米、アジア等の世界各国において
幸福度を測定する指標開発の研究が行われてい
る13）。日本においても、幸福度に着目して指標を
作成し、政策形成に反映させていく取り組みが進
められている。たとえば、国政レベルにおいて、
2013年12月に内閣府・幸福度に関する研究会によ
る「幸福度指標試案」が示され、幸福度指標の政
策への活用に向けた検討がなされている。地方自
治体レベルにおいては、2013年 6 月に「住民の幸
福実感向上を目指す基礎自治体連合（通称：幸せ
リーグ）」が結成され、発起自治体である荒川区
では、2005年より住民の幸福度を測る指標「荒川
区民総幸福度（GAH）」を開発し、行政運営に反
映させている。ただし、幸福度の構成要素や測定
方法は確立されておらず、幸福度の指標化にむけ
た実証研究の蓄積が求められている。また、「『個
人としての幸福』だけではなく、家庭の幸福や地
域の幸福（あるいはその中での格差）といった『集
合的幸福』」について検討していくことの必要性
が先行研究において指摘されている14）。
　他方、上述したように、幸福度を規定するメカ
ニズムの解明をめざす研究が国内外において蓄
積される中で、幸福度に影響を与える社会的要
因の一つとしてソーシャル・キャピタル15）と呼
ばれる概念が学際的に注目されている16）。特に、
ソーシャル・キャピタル研究において最も実証
が進んでいる領域は「健康と幸福（Health and 
Happiness）」17）といわれるように、ソーシャル・
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キャピタルと健康・幸福の関連についての研究報
告が国内外で相当蓄積されている18）-28）。さらには、
厚生労働省「健康日本21（第 2 次）」（2013年）に
おいて、「健康を支え、守るための社会環境の整備」
の目標として「ソーシャル・キャピタルの向上」
の必要性が掲げられ、また、「2014年版厚生労働
白書―健康長寿社会の実現に向けて―」において、

「地域での健康づくりに関する国の指針について」
「ソーシャル・キャピタルの考え方の導入」29）が
明示される等、ソーシャル・キャピタルは政策的
にも重要視されるようになってきている。つまり、
ソーシャル・キャピタルが豊かになれば、間接的
あるいは直接的に健康や幸福度を高めることにつ
ながるとする仮説が設定され、その解明が進めら
れているのである。しかし、ソーシャル・キャピ
タルの測定方法は確立されておらず 30）、さらな
る研究の蓄積が求められている。とりわけ、先行
研究において、地域レベルのソーシャル・キャピ
タルに関する知見が十分でなく、地域性をふまえ
た研究を進める必要性があること31）-33）、ソーシャ
ル・キャピタルと幸福度の関連を検討する上で、
個人特性とともに地域特性にも焦点をあてること
の必要性34）が指摘されており、地域の差異に着
目してソーシャル・キャピタルと幸福度の関連を
検討していくことが課題の一つとなっている。
　以上の背景をふまえ、本研究では地域レベルに
焦点をあて、地域レベルにおけるソーシャル・キャ
ピタルと幸福度の関連を検討することを通じて、
地域福祉計画における評価指標の開発に向けた基
礎的な知見を得ることを目的とした。具体的に
は、A市におけるアンケート調査データを用いて、
①地域レベル（日常生活圏域）における幸福度と
基本属性の関連、②地域レベル（日常生活圏域）
におけるソーシャル・キャピタル指標と幸福度の
関連を検討した。

Ⅱ．方法
（1）調査対象
　A 市の概要は以下の通りである（2015年 3 月
末現在）。2004年に 1 市 2 町が対等合併した人口
約14万人、約55,000世帯、高齢化率24.0%、10中
学校区（分校 1 を含む）、28小学校区（分校 1 を
含む）、6 日常生活圏域の観光都市である。本研

究では、A 市における住民の生活圏を反映して
設定されている日常生活圏域（6 地区）を分析単
位とした。6 つの日常生活圏域の地域特性（人口、
高齢者人口、高齢化率）は以下の通りである。A
地区（24,176人、6,520人、27.0%）、B 地区（27,295
人、7,241人、26.5%）、C 地区（23,204人、5,998人、
25.9%）、D 地区（41,183人、7,635人、18.5%）、E
地区（11,300人、3,006 人、26.6%）、F 地区（15,386
人、4,029人、26.2%）。
　A市における地域福祉計画策定および計画評価
に関する経過は以下の通りである。合併前の旧 1
市では、2002年度から2003年度にかけて第 1 期地
域福祉計画（期間 2004年度～ 2008 年度）が策定
された。2004年12月の合併にともない、旧 1 市第
1 期地域福祉計画の最終年度にあわせた旧 2 町版

（地域版）地域福祉計画（期間2007年度～ 2008 年
度）が策定された。その後、第 1 期地域福祉計画
をふまえて、合併後の新たな A 市に対応した第
2 期地域福祉計画（期間2009年度～2013年度）が
策定され、2014年度より第3期地域福祉計画策定・
推進がなされている。A 市における地域福祉計
画の評価に関する状況は以下の通りである。第 1
期地域福祉計画では、計画策定に重点が置かれて
いたことから計画の評価に関する具体的な取り組
みはなされなかった。第 2 期地域福祉計画では、
計画の推進主体である有志住民・行政・社会福祉
協議会が自ら評価を行う「参加型評価」の方法を
採用し、評価が行われた。具体的には、市民会議
を中心に計画の評価方法や基準について検討が重
ねられ、作成した評価シートに基づき（各事業の
達成度と関係機関・団体との連携に焦点をあてた
プロセス評価）、各年度の評価と第 3 期地域福祉
計画策定にむけての総括評価が行われた35）。しか
し、第 2 期地域福祉計画における評価分析は、叙
述的（descriptive）レベルにとどまっており、科
学的根拠に基づく地域福祉計画の効果・成果（ア
ウトカム）を示すことが課題として残された。そ
のため、第 3 期地域福祉計画では、地域福祉計画
の効果・成果の可視化と根拠（evidence）の科学
性を高めることが目標とされ、評価指標の一つと
して「幸福度（主観的幸福感）」が取り入れられた。
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（2）調査方法
　A 市第 3 期地域福祉計画策定（期間2014年度
～2018年度）にむけて行われたアンケート調査結
果に基づいて分析を行った。住民基本台帳より無
作為抽出された20歳以上の男女3,000人を対象と
して、2012年11月に市役所を通じた郵送配布回収
調査を行った（調査期間は 2012年11月13日～11
月30日）。回収数は1,414（回収率47.1%）、有効回
答数1,404（有効回答率46.8%）であった。

（3）分析項目
　基本属性として、性別、年齢、家族構成、要支
援家族の同居、子どもの有無、就業状態、居住形
態を調査し、それらと幸福度との関係について、
前述の生活圏域別に分析を行った。この幸福度を
測る指標として、主観的幸福感（とても幸せ 10
点～とても不幸 0 点の 11 段階）を用いた36）37）。
　ソーシャル・キャピタルに関しては、主な構成
要素とされている「信頼」、「規範」、「ネットワーク」
に焦点をあて38）39）、それらと幸福度との関係に
ついて分析を行った。「信頼」については、市の
窓口、社会福祉協議会、地域の民生・児童委員な
どの公的な相談支援制度への信頼についての満足
度を質問した。「規範」については、地域の活動
や行事にどの程度参加しているか（5 段階）、今
後ボランティアに参加する予定があるか（参加意
志の有無で 2 段階に分類）質問し、住民としての
規範意識について回答を求めた。「ネットワーク」
については、近所の人との付き合いの程度（5 段
階）、地域での世代を超えた交流の程度（4 段階）、
ボランティア活動への参加経験の有無（経験の有
無で 2 段階に分類）について質問することで、住
民間でのつながりについて回答を求めた。

Ⅲ．結果
（1）アンケート回答者の基本属性
　アンケート調査の回答者の性別は男性 652 名、
女性739名、未記入が13名であった。年齢別（図 1）
と生活圏域別（表 1）の回答者の分布を以下に示
した。年齢別では、年齢の高い回答者からの回答
が多かった。

表 1　生活圏域別の回答者数

（2）回答者の基本的属性と幸福度の関係
　年齢別の幸福度を図 2 に示した。年齢別の幸福
度について１要因の分散分析を行ったところ、有
意差は認められなかった（F（5, 1386）=1.59, n.s.）。

　生活圏域別の幸福度について図 3 で示した。生
活圏域別の幸福度について１要因の分散分析を
行ったところ、有意差は認められなかった（F（5, 1369）

=0.95, n.s.）。
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　生活圏域ごとに60歳未満と60歳以上で回答者を
分類し、それぞれの幸福度について図 4 で示した。
年齢と生活圏域別の幸福度について２要因の分散
分析を行ったところ、両要因および交互作用につ
いて有意差は認められなかった（年齢：F（1, 1350）= 
0.12, n.s.，生活圏域：F（5, 1350）=0.89, n.s.）。

　性別ごとの幸福度を図 5 に示した。性別と生活
圏域別の幸福度について２要因の分散分析を行っ
たところ、性別について有意差が認められ、生活
圏域、交互作用については有意差は認められな
かった（性別：F（1, 1353）=19.27, p<.01，生活圏域：
F（5, 1353）=0.97, n.s.）。

　家族構成別に幸福度を図 6 に示した。家族構成
と生活圏域別の幸福度について２要因の分散分析
を行ったところ、家族構成について有意差が認め
られ、下位検定の結果、一人暮らしの場合より、
夫婦のみ（一世代世帯）の方が幸福度は高くなっ
ていた（p < .05）。生活圏域、交互作用について
は有意差は認められなかった（家族構成：F（2, 1329）

=4.55, p<.05，生活圏域：F（5, 1329）=0.91, n.s.）。A
地域においては、統計的な差は認められていない
が、一人暮らしの方が、その他の家族構成の場合
よりも幸福度が高くなっており、その他の地域に

おいては、一人暮らし以外の家族構成の場合に幸
福度が高くなる傾向があった。

　同居家族内の手助けを必要とする高齢者または
障がい者（要支援家族）の有無による幸福度を
図 7 に示した。要支援家族の有無と生活圏域別の
幸福度について２要因の分散分析を行ったとこ
ろ、要支援家族の有無について有意差が認められ、
生活圏域、交互作用については有意差は認めら
れなかった（要支援家族の有無：F（1, 1340）=16.82, 
p<.01，生活圏域：F（5, 1340）=0.84, n.s.）。

　同居している18歳未満の子どもの有無による幸
福度について図 8 に示した。子どもの有無と生活
圏域別の幸福度について２要因の分散分析を行っ
たところ、要支援家族の有無について有意差が認
められ、生活圏域、交互作用については有意差は
認められなかった（要支援家族の有無：F（1, 1358） 

=14.04, p<.01，生活圏域：F（5, 1358）= 1.62, n.s.）。
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　回答者の就業形態ごとに幸福度を図 9 に示し
た。就業形態と生活圏域別の幸福度について２要
因の分散分析を行ったところ、両要因および交互
作用について有意差は認められなかった（年齢：
F（2, 1177）=0.22, n.s.，生活圏域：F（5, 1177）=0.98, n.s.）。

　回答者の居住形態と幸福度について図10に示し
た。居住形態と生活圏域別の幸福度について２要
因の分散分析を行ったところ、居住形態につい
て有意差が認められ、生活圏域、交互作用につ
いては有意差は認められなかった（居住形態：F

（1, 1346）=4.75, p<.05，生活圏域：F（5, 1346）=0.81, n.s.）。

（3）信頼と幸福度の関係
　公的制度への満足度と幸福度の関係について生
活圏域別に図11に示した。また、それらの相関係
数について表 2 に示した。生活圏域に関わらず公
的制度への満足度が高い回答者は、幸福度が高
い傾向にあり、地域によって相関の強さも−0.179
～−0.502 と異なっていた。

表 2　公的制度への満足度と生活圏域別の幸福度の相関

+: p< .10, **: p< .01

（4）規範と幸福度の関係
　地域活動や行事への参加度と幸福度の関係につ
いて図12に示した。また、それらの相関係数につ
いて表 3 に示した。A 地域では、ほとんど相関
がみられないが、それ以外の地域では弱い相関で
はあるが、地域活動の参加度が高い回答者ほど幸
福度も高い傾向にあった。
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図 8　生活圏域別の幸福度（子どもの有無）
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図10　生活圏域別の幸福度（居住形態別）
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図11　公的制度への満足度と生活圏域別の幸福度の関係
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図12　地域活動への参加度と生活圏域別の幸福度の関係
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表 3　地域活動への参加度と生活圏域別の幸福度の相関

+: p< .10,* : p< .05,** : p< .01

　今後のボランティア活動に対する参加意欲と幸
福度との関係について、図13に示した。ボランティ
アへの参加意欲のある回答者は、そうでない回答
者よりも幸福度は高くなっており、ボランティア
への参加意欲の有無と生活圏域別の幸福度につい
て２要因の分散分析を行ったところ、参加意欲の
有無について有意差が認められ、生活圏域、交互
作用については有意差は認められなかった（参加
意欲の有無：F（1, 1298）=27.67, p< .01，生活圏域：
F（5, 1298）=0.62, n.s.）。

（5）ネットワークと幸福度の関係
　近所とのつきあいの程度と幸福度の関係とそれ
らの相関係数について図 14、表 4 にそれぞれ示
した。D 地域以外では弱い相関ではあるが、近所
とのつきあいの程度が濃い回答者ほど、幸福度が
高い傾向にあった。

表 4　つきあいの程度と生活圏域別の幸福度の相関

+: p< .10, * : p< .05, ** : p< .01

　地域での世代を超えた交流の程度と幸福度の関
係について図15に示し、それらの相関係数につい
て表 5 に示した。弱い相関ではあるが、A、B、
D 地域では世代間交流が多いほど、幸福度が高く
なり、C、E、F 地域ではこうした関係はあまり
認められなかった。

表 5　世代間交流の程度と生活圏域別の幸福度の相関

p< .05, ** : p< .01

　ボランティアの参加経験の有無と幸福度の関係
について、図16に示した。ボランティアへの参加
経験のある回答者はそうでない回答者より幸福度
が高くなっていた。ボランティアへの参加経験の
有無と生活圏域別の幸福度について２要因の分散
分析を行ったところ、参加経験の有無について
有意差が認められ、生活圏域、交互作用について
は有意差は認められなかった（参加経験の有無：
F（1, 1303）=9.72, p< .01，生活圏域：F（5, 1303）=1.09, n.s.）。
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図13　生活圏域別の幸福度
（ボランティアへの参加意欲の有無）
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図15　世代間交流の程度と生活圏域別の幸福度の関係
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Ⅳ．考察
　本研究では、生活圏域で区分した地域レベルで
の回答者の基本属性と幸福度、およびソーシャル・
キャピタルと幸福度との関連について検討を行っ
てきた。結果は以下のようにまとめることができ
る。

（1）基本属性と幸福度の関係
　本研究では、性別（図 5）、家族構成（図 6）、
要支援家族の有無（図 7）、子どもの有無（図 8）、
居住形態（図10）の違いが幸福度と関係している
ことが示され、それらの地域別の相違については
明確には分からなかった。性別については、男性
よりも女性の方が幸福度が高くなっていた。家族
構成については、１つの地域を除いては、一人暮
らしよりも家族が多い場合の方が幸福度が高かっ
た。また、要支援家族がいる場合には、いない場
合より幸福度は低くなり、子どもがいる場合には
幸福度が高くなっていた。居住形態も幸福度に関
係しており、持ち家（一戸建て、分譲マンション）
の場合には賃貸（一戸建て、アパート、マンショ
ン）の場合よりも幸福度は高かった。先行研究に
おいて、個人の社会的属性が幸福度に影響を与え
る要因であることが多く報告されており、これら
の結果については、先行研究と概ね一致するもの
であった40）−42）。一方、年齢（図 2、図 4）、生活
圏域（図 3）、就業形態（図 9）と幸福度について
は、差は認められなかった。

（2）信頼と幸福度の関係
　公的な相談支援体制（市の窓口、社会福祉協議
会、民生・児童委員など）への満足度（図11）、

言い換えると公的制度への信頼度が高いほど幸福
度が高くなっていた。この信頼度と幸福度との関
係の強さは生活圏域によって異なっていた。ソー
シャル・キャピタルに関する先行研究においては、
信頼を測定する指標として「一般的信頼感」が
多く用いられている43）が、一方で、この指標の
信頼性・妥当性を検討する必要性が指摘されてい
る44）45）。内閣府・幸福度に関する研究会「幸福度
指標試案」（2013）において、「社会制度への信頼
性」を捉えることの重要性が指摘されており、指
標案の一つとして示されていることから、今回の
分析項目として「制度への信頼」を採用し、検討
した。今後、信頼度を測定する指標の有効性を検
証していくことが求められる。

（3）規範と幸福度の関係
　A 市のほとんどの地域で地域活動への参加度

（図12）が高いほど、幸福度も高くなっていた。
また、ボランティアの参加意欲がある回答者の方
が、意欲がない回答者よりも幸福度が高くなって
いた（図13）。ただし、先行研究において、認知
的（cognitive）ソーシャル・キャピタル（規範、
信頼など）と構造的（structural）ソーシャル・キャ
ピタル（ネットワーク等）との間には正の相関が
みられること、用いる指標によって異なる結果を
示すことから、測定指標の違いを十分に考慮した
検討の必要性が指摘されている46）。さらには、居
住地の開発時期などの地域の歴史がソーシャル・
キャピタルに影響を与える可能性が示されてお
り、地域の性質をふまえた分析の必要性が報告さ
れている47）。今後、変数間の関連や地域の特性を
考慮し、さらに分析を進める必要があるといえる。

（4）ネットワークと幸福度の関係
　ほとんどの生活圏域において、近所との付き合
いの程度（図14）、世代間の交流（図15）、ボラン
ティアへの参加経験（図16）があるほど幸福度は
高くなっていた。このことは近隣住民間での関わ
りが多い場合には幸福度が高いことを意味し、相
関の大小から多少、地域によって住民間の関わり
と幸福度との関係の強さが異なっていることが示
唆された。内閣府・幸福度に関する研究会「幸福
度指標試案」（2013）では、幸福度に影響を与え
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図16　生活圏域別の幸福度
（ボランティアへの参加経験の有無）
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る要素の一つとして、地域とのつながり等の「関
係性」を設定し、検討が進められている。また、
多くの先行研究において、社会的ネットワークと
幸福度の関連が示されており48）、先行研究を支持
する結果となった。なお、先行研究において、ネッ
トワークの種類（水平型組織と垂直型組織に分類）
による幸福度への影響は異なることが示されてお
り49）、今後、ネットワークの種類に焦点をあてた
分析を進めていくことが求められる。

Ⅴ．おわりに
　本研究では、地域福祉計画における評価指標の
開発に向けた基礎的な知見を得ることを目的とし
て、地域レベル（日常生活圏域）におけるソーシャ
ル・キャピタルと幸福度の関連を検討した。
　本研究の結果から、ソーシャル・キャピタル

（信頼、規範、ネットワーク）と幸福度の関係に
ついては、生活圏域によって違いはあるものの全
体的には信頼、規範意識の高さ、住民間のつなが
り（ネットワーク）の強さが幸福度の高さと関連
していることが明らかになった。このことはソー
シャル・キャピタルを高めるような地域福祉計画
を策定することによって地域住民の幸福度を高め
られる可能性があること、計画策定の際に本研究
で明らかになった幸福度を低くしているソーシャ
ル・キャピタルの要因を考慮することでより効率
的、効果的なものとなることを示している。
　一方、本研究には、以下の 3 つの限界がある。
第 1 に、本研究の調査対象は一自治体に限られて
おり、本研究と同様の結果が得られるか否かの検
証を他の地域において行う必要がある。特に、今
回の分析では、A 市における日常生活圏域を分
析単位として検討したが、先行研究において、行
政区域が常にソーシャル・キャピタル測定の最適
な地理的範囲とは限らないという「単位地区問題」
が報告されており50）、ソーシャル・キャピタル指
標と幸福度の関連を分析するのに最も適した地理
的範囲でない可能性が考えられる。今後、分析で
用いた地域単位の妥当性を検討することが求めら
れる。また、今回の分析対象は有効回答数1,404（有
効回答率46.8%）であることから、回答者のバイ
アスの可能性は否定できない。第 2 に、今回の分
析で用いたソーシャル・キャピタルおよび幸福度

の測定指標に限定しない指標による検証の必要性
である。ソーシャル・キャピタル51）や幸福度52）

を測る指標はさまざまであり、ソーシャル・キャ
ピタルと幸福度の関連を実証するためには、多様
な変数を取り扱うことが求められる。第 3 に、本
研究は横断調査であるため、ソーシャル・キャピ
タル指標と幸福度の因果関係について言及するこ
とはできない。今回の分析では、ソーシャル・キャ
ピタルと幸福度の関係の強弱がどのような要因に
よるものかは明らかでないため、今後さらに検討
を進めていく必要がある。また、ソーシャル・キャ
ピタルが幸福度に影響を及ぼす経路について、介
入研究53）54）などにより研究を蓄積することも求
められる。
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　本研究では、地域福祉計画における評価指標の開発にむけた基礎的な知見を得るこ
とを目的として、地域レベル（日常生活圏域）におけるソーシャル・キャピタルと幸
福度の関連を検討した。その結果、ソーシャル・キャピタル（信頼、規範、ネットワーク）
と幸福度の関係については、生活圏域によって違いはあるものの全体的には信頼、規
範意識の高さ、住民間のつながり（ネットワーク）の強さが幸福度の高さと関連して
いることが明らかになった。このことはソーシャル・キャピタルを高めるような地域
福祉計画を策定することによって地域住民の幸福度を高められる可能性があること、
計画策定の際に本研究で明らかになった幸福度を低くしているソーシャル・キャピタ
ルの要因を考慮することでより効率的、効果的なものとなることを示している。

キーワード：地域福祉計画の評価指標, 可視化, 主観的幸福感（幸福度）, ソーシャル・キャピタル, 
日常生活圏域




